地域と観光政策　
政策とは、政府・政党などの施政上の方針や方策のことをいい、何らかの価値観と利害に基づいた提案である。法治国家の政策実施に当たって根幹となるのは法制度である。政策の実施は「法律による行政の原理」に基づいており、政策論は制度論が中心となる。観光制度を論じる場合、論じる対象の「観光」の定義が法制度上明確化されていなければならない。直接の定義がなくても、規範性のある法制度の積み重ねにより、ある程度「観光」とは何かが明確にされてくるはずであるが、現状では観光概念の説得力ある説明を行うには困難な状態である。しかも観光概念が非日常、個性の発揮、話題性といった非権力的な要素を強く含むものであるだけに、権力を前提とする政策論の中において論議を展開するには限界がある。
観光政策論樹立のためには、観光政策の目的を分析し、その目的実現のために必要とされるツールとしての具体的施策を論じなければならない。政党、関係業界等論じる立場によって目的等は異なることとなるが、論としての発展のためには、共通の基盤が必要であり、そのためには観光政策論としての観光の意味が共有されなければならない。旧観光基本法は国の施策を列記規定するとともに、「地方公共団体は、国の施策に準じて施策を講ずるように努めなければならない」(3条)と規定していた。これに対して観光立国推進基本法は「地方公共団体は、基本理念にのっとり、観光立国の実現に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、自主的かつ主体的に、その地方公共団体の区域の特性を生かした施策を策定し、及び実施する責務を有する。」(傍点筆者)と規定し、進化の跡がみられる。
「地域」とは、地形が隣接している、同じ性質をもっているなどの理由からひとまとめにされる土地のことをいうとされ、他のものとの差が認められる場所的概念であるが、国土の均衡ある発展、一日交通圏の形成にイメージされる諸施策の展開により、わが国は地域間の差異が時代とともに少なくなってきており、情報通信技術はそれを加速させてきた。政策を政策以外のもの(事業等)と区別する意味は、民間活動と異なる基準が適用されるからである。公平な規範性を内包する「政策」と他のものとの差異を内包する「地域」「観光」は相互に不協和な部分があることを認識しなければならない。地域概念が政策論の中で使用される場合は、国に対する地方公共団体にかかわるものとして取り扱われる側面が強く出てくる。また、都道府県に関するものか市町村に関するものか明確に認識して考察すべきである。この点の明確性が欠如する場合には国との区別も明確ではないということになり、政策論が行政機関に係るものという原点が曖昧になってしまう。都道府県の制定する観光に関する条例も市町村の制定する観光に関する条例もその内容においてほとんど差のない、規範性の弱い理念条例となってしまうのは、このことによる。都道府県、市町村いずれも総合的行政主体ではあるものの地方自治法が規定する役割分担があるはずであり、奈良県・奈良市、京都市・京都府の観光施設税をめぐる論争(『観光政策学』pp79-84　寺前秀一著イプシロン企画出版発行)も役割分担が不明確であったことに一部起因している。なお、米国、ドイツ等の連邦国家において観光行政は地方政府の所掌となっている。
都道府県及び市町村が観光政策に対する積極姿勢を示す場合に、観光立県(地域)宣言の議会における決議、観光基本条例の制定、観光基本計画の作成等が材料として用いられることが多くみられる。2004年1月19日に小泉首相の施政方針演説が行われ、その後マスコミ等で観光が取り上げられるようになってから、地方自治体でも観光が論議されることが多くなり、検討を開始している。しかしながら、その多くは、進捗しているものであっても計画、宣言、理念条例等の段階に留まっているものが多く、政策として評価に耐えられるものは数少ない状態である。地方公共団体における観光関係組織は、文化行政部局と産業行政部局の間での移動を繰り返しながら、名称変更が頻繁に行われつつ組織の規模拡大が図られてきているものが多い。その代表例が東京都であり、観光という名称を持つ組織が生活文化局から産業労働局に移り、観光部が設置された。観光という名称を使用する行政組織が文化行政部門と産業行政部門との間で移動する原因は観光の持つ概念が曖昧である上に、これまで行政機関の観光政策の目的意識が不明確であったことに基因する。
